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公共事業労務費調査における有効回答の向上対策 

及び留意点について（協力依頼） 

 
時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。 
さて、公共事業労務費調査（平成 28 年 10 月調査）の実施につきましては、

平成 28 年 8 月 31 日付け全建労発第 43 号により、周知をお願いしているところ

です。 

このたび、国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課から、別添のとおり、

公共事業労務費調査における有効回答の向上対策及び留意点について、協力依

頼がありました。 

 つきましては、支部等を通じて貴協会会員企業の皆様に対し、この趣旨の周

知・徹底方よろしくお願いいたします。 
また、公共事業労務費調査の手引き、調査票様式については、下記の国土交

通省ホームページをご利用ください。 
 
http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000217.html 

 

 

 

 

担当：労働部 長尾 

 

以上 






























